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研究要旨 

本研究では、ニーズや適性のある障害者に適切に補助犬のサービスが提供されるよう事

業者のサービスの質を確保することを目的とする。本研究は、次の３つから構成された。 

（１）障害者評価に関する研究：補助犬に関する情報提供について文献調査と都道府県の

実態調査を行った。文献調査の結果、障害者への情報提供が充分でない、理解促進や普及

啓発の取組が少ない課題が示唆された。都道府県調査の結果、補助犬、使用希望者への説

明、育成事業、相談窓口という基本情報が充分に提供されていない課題が明らかになった。

また、補助犬の相談窓口は都道府県によって異なっており、提供されている情報や対応に

差がある可能性が示唆された。 
（２）法令検証に関する研究：他制度との比較検討等を行い、今後の法制度のあり方を検討
した。その結果、指定基準に関しては、利用者と補助犬とのマッチングを含めた支援が可能
な施設を指定できるような基準が必要であることが示された。指導監査に関しては、現実に
即した実効性のある監査の方法を検討する必要がある。補装具費支給制度との比較では、障
害者自身の生活背景や障害の状況、それに合わせた補助犬以外の支援に関するアドバイスが
不十分ではないかという指摘がみられた。補助犬利用に関する制度の情報提供や相談支援に
関しては、全国一律のフレームワークに沿ってアセスメントが進められることは困難なこと
から、訓練施設・事業者の理念や担当訓練士によって差が生じる課題がみられた。 

（３）訓練・認定の評価、フォローアップに関する研究：補助犬使用（希望）者と補助犬

の合同（共同）訓練、認定、フォローアップの適切なあり方について検討した。また、訓

練事業者、指定法人、都道府県等を対象に得られた知見を普及した。調査の結果、補助犬

使用（希望）者と補助犬の合同（共同）訓練、認定、フォローアップについて、明確な基

準が存在しないことで、補助犬の制度が正しく運用されていない一面が見られた。一連の

手続きが明確となり、訓練事業者や指定法人間で統一されていることが必要であると考え

る。 
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Ａ．研究目的 

 身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴

導犬：以下、補助犬）については、2002年

に施行された身体障害者補助犬法（以下、

補助犬法）の施行後 20年が経過したが、障

害者福祉施策の構造が変化する中において、

訓練基準や認定基準、認定を行う指定法人

の指定基準等が不明確であり、補助犬の質

および管理状況にばらつきが生じる恐れが

指摘されている。そして、使用希望者の適

性や、補助犬と使用希望者の評価方法につ

いては明確な基準がなく、訓練事業者や認

定を行う指定法人によりばらつきがあるこ

とが、先行研究や各種検討会等において指

摘されている。また、認定後は訓練事業者

及び指定法人が定期的にフォローアップす

ることが規定されているが、その方法につ

いても明確な基準がなく、対応にばらつき

があることが課題として残されている。さ

らに、現行制度では、行政機関が事業者を

評価する基準が整理されておらず、事業者

のサービスの質の担保が課題となっている。 

以上から、本研究では、ニーズや適性の

ある障害者に適切に補助犬のサービスが提

供されるよう事業者のサービスの質を確保

することを目的として、①障害者評価：補

助犬が適性のある障害者に適切に提供され

るよう補助犬使用希望者への情報提供の実

態を調査した。②法令検証：他制度との比

較検討等を行い、今後の法制度のあり方を

検討した。③訓練・認定の評価、フォロー

アップ：補助犬使用（希望）者と補助犬の

合同（共同）訓練、認定、フォローアップ

の適切なあり方について検討した。また、

訓練事業者、指定法人、都道府県等を対象

に得られた知見を普及した。 

Ｂ．研究方法 

１．障害者評価に関する研究 

（１）文献調査 

補助犬の事業や障害者への情報提供につ

いて、国内の文献を網羅的に調査し、その

事業の実態と課題をレビューした。 

 

（２）都道府県の情報提供体制の調査 

 都道府県の公式ホームページ（以下、HP）

における、補助犬に関する情報提供の実態

を調査した。都道府県の HP のホーム画面

にあるキーワード検索で、キーワードを「補

助犬」として検索を行った。 

 

２．法令検証に関する研究 

社会福祉法人や福祉サービスの指導監査

等における根拠法令や自治体のホームペー

ジ等の情報の分析、および、補助犬の育成

に関わる指定法人の関係者（3名）、補助犬

の利用者等（8 名）からのヒアリング等よ

り、評価の方法や基準等についての文献整

理と調査を行った。そして、（１）指定基準

に関しての検討、（２）補装具費支給制度・

日常生活用具給付等事業との比較、（３）補

助犬利用に関する制度の情報提供や相談支

援に関しての検討を行った。 

 

３．訓練・認定の評価、フォローアップに

関する研究 

（１）文献調査 

検索エンジンにて、検索ワードを用いて

検索した。合わせてハンドサーチにより関

連する報告書等を検索し、抽出された文献

をもとに使用（希望）者と補助犬の合同（共

同）訓練および認定の内容と評価基準、さ

らにフォローアップの時期や頻度、内容等
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の現状を調査した。 

 

（２）補助犬使用者への調査 

補助犬使用者を対象に、補助犬との合同

（共同）訓練の内容、認定の実際、フォロ

ーアップの時期・頻度・内容と満足度を把

握した。調査はアンケート調査、ならびに

ヒアリング調査を行った。 

 

（３）訓練事業者への聞き取り 

みずほ総研による「身体障害者補助犬の

訓練・認定の実態に関する調査研究報告書」

（2019）をもとに、補助犬と生活する障害

者の自立と社会参加に向けて適正に訓練事

業を行っていると考えられる団体のうち 3

団体を抽出し、現在行っている手続きにつ

いて聞き取りを行った。 

 

（４）ガイドブックの普及 

2019-2020 年度に実施した厚生労働行政

推進調査事業「身体障害者補助犬の質の確

保と受け入れを促進するための研究」にて

作成した他業種向けの補助犬ユーザー受け

入れガイドブックの普及に向けて、オンラ

インでの公開準備、ならびに配布資料の印

刷を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 障害者評価に関する研究は、個人情報を

対象としていないため、倫理面への配慮が

必要な研究には該当しない。法令検証に関

する研究および訓練・認定の評価、フォロ

ーアップに関する研究については研究者が

各所属機関の研究倫理審査委員会の承認を

得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．障害者評価に関する研究 

（１）文献調査 

補助犬の運用については、現在は都道府

県で「地域生活支援事業」における「身体

障害者補助犬育成事業（以下、育成事業）」

として実施されている（厚生労働省）。しか

し、補助犬の使用希望者である障害者への

補助犬や手続きについての情報提供が充分

でない、理解促進や普及啓発の取組が少な

いという制度の入口に課題が指摘されてい

る（みずほ情報総研株式会社，2019・日本

補助犬情報センター，2019・社会システム

株式会社，2020）。 

 

（２）都道府県の情報提供体制の調査 

47 都道府県の公式ホームページを調査

した。その結果、補助犬、使用希望者への

説明、育成事業、相談窓口の基本情報につ

いて記載がない都道府県があるという課題

が明らかになった。次に、補助犬の相談窓

口の担当先は、「都道府県の障害福祉課」が

8ヶ所で最も多かった。他は、「都道府県の

障害福祉課・市町村の障害福祉担当窓口の

併記」「都道府県の障害者社会参加推進セン

ター」「都道府県の障害者団体連合会」「都

道府県の盲導犬協会」「身体障害者更生相談

所」等であり、都道府県によって異なって

いた。また訓練事業者が相談窓口になって

いる場合が見られた。相談先が多様である

ため、相談者への対応や情報提供の内容に

差がある可能性がある。また、訓練事業者

が相談先となっていることについては、潜

在的使用希望者の適性の評価や手続き上の

課題が生じていないか、実態を把握する必

要があることが示唆された。 
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２．法令検証に関する研究 

（１）指定基準に関して（文献・資料の検

討） 

盲導犬訓練施設、介助犬訓練事業、聴導

犬訓練事業の運営および指定基準の内容は、

盲導犬訓練施設の指定基準に関しては、国

家公安委員会規則第 17 号に規定され、次

の 4 点である。①盲導犬として必要な訓練

をする業務、認定する業務（盲導犬訓練業

務等）の実施に関し適切な計画が定められ

ていること、②盲導犬訓練業務等を行う施

設が訓練士等として必要な知識、技能を有

するものが置かれ、必要な設備を備えてい

ること、③必要な経理的な基礎を有するこ

と、④盲導犬訓練業務等が不公平になるお

それのないこと。介助犬訓練事業、聴導犬

訓練事業の指定基準に関しては、身体障害

者補助犬法施行規則第 7 条に規定されて、

次の 6 点である。①適正な法人運営、業務

が適性に実施されていること、②身体障害

者補助犬の訓練の業務または研究の業務を

適正に行っていること、③必要な経理的な

基礎を有していること、④身体障害者補助

犬の認定業務が不公平になるおそれがない

こと、⑤必要な知識経験等を有する者によ

り構成された審査委員会を設置しているこ

と、⑥苦情解決のための体制が整備されて

いること。 

  

（２）補装具費支給制度・日常生活用具給

付等事業との比較（関係者・利用者等ヒア

リング調査） 

補装具費支給制度との比較では、相談窓

口として更生相談所等がその業務にあたる

とされている。しかし、盲導犬において盲

導犬希望者は直接訓練事業者に相談するこ

とが一般的にみられた。聴導犬も同様で、

視覚・聴覚障害者自身の生活背景や障害の

状況、それに合わせた補助犬以外の支援に

関するアドバイスが不十分ではないかとい

う指摘がみられた。 

 

（３）補助犬利用に関する制度の情報提供

や相談支援に関して（関係者・利用者等ヒ

アリング調査） 

補助犬利用に関する制度の情報提供や相

談支援に関しては、盲導犬・聴導犬希望者

は直接訓練事業者に相談することが一般的

であった。しかし、全国一律のフレームワ

ークに沿ってアセスメントが進められるこ

とは困難なことから、訓練施設・事業者の

理念や担当訓練士によって差が生じる課題

がみられた。 

 

３．訓練・認定の評価、フォローアップに

関する研究 

（１）文献調査 

補助犬使用（希望）者と補助犬の合同（共

同）訓練、認定、フォローアップの現状に

関する調査は少なく、主に介助犬と肢体不

自由者を対象とするものであった。介助犬

の認定過程や介助犬が肢体不自由者に及ぼ

す影響の評価について、医療（福祉）専門

職の関わりが重要であることが示唆されて

いる。一方、盲導犬に関する文献は限定的

であり、聴導犬に関する文献は抽出されな

かった。また、2019年のみずほ総研の報告

では、現状の手続きに複数の課題が指摘さ

れている。 

 

（２）補助犬使用者への調査 

 50名の補助犬使用者（盲導犬使用者 40



5 

 

名、介助犬使用者 4名、聴導犬使用者 6名）

からアンケート調査を実施した。さらに協

力の得られた 30名へのヒアリング調査を

実施した。概ね一連の手続きに満足してい

るという回答であるが、一部の使用者から

は、共同（合同）訓練の手順や到達目標（習

得すべき事項）について十分な説明がなか

った、認定の過程が不明瞭であった、フォ

ローアップを受けたことがない、補助犬貸

与後に補助作業にニーズの変化があったも

のの訓練事業者からの介入はなかったとの

報告があった。 

 

（３）訓練事業者への聞き取り 

 3団体（盲導犬、介助犬、聴導犬事業者、

各 1団体）を対象に現行の手続きについて

聞き取りを行った。いずれの団体も自宅訪

問を含めた複数回のやり取りを通して、補

助犬希望者の適性評価を丁寧に実施してい

た。また、団体内外（指定法人の専門職を

含む）の医療・福祉専門職や使用者のサポ

ートを専門とする者が介入して補助犬の適

応を評価することはもちろん、補助犬との

生活以前に補助犬を使用するための基本的

な生活や環境を整えるためのリハビリテー

ションの重要性も指摘していた。 

 

（４）ガイドブックの普及 

ガイドブックをより多くの方に利用して

もらうためにオンラインでの公開をした。

資料は一般社団法人日本身体障害者補助犬

学会、および厚生労働省のホームページに

て公開した。閲覧した訓練事業者、企業か

らはわかりやすくかつ詳細な記載があると

の好評な評価を得た。また多言語での翻訳

もあり、補助犬学会発進の SNSからも閲覧

数が増えた。 

 

Ｄ．考察・結論 

１．障害者評価に関する研究 

文献調査の結果、補助犬の利用希望者で

ある障害者への補助犬や手続きについての

情報提供が充分でなかったり、理解促進や

普及啓発の取組も少なく、制度の入口に課

題があることが示唆された。したがって、

現状では、本来は補助犬が適応となる障害

者に、補助犬使用を検討するための情報が

届いていない可能性がある。 

都道府県の HP における情報提供の実態

調査の結果、補助犬、利用希望者向け、育

成事業、相談窓口のような基本情報につい

て記載がない都道府県があることが明らか

になった。潜在的利用希望者や利用希望者

に必要な情報が充分に整理、提供されてい

ない可能性が考えられた。利用希望者への

情報について都道府県により説明や用語が

多様であることが示唆された。補助犬の相

談窓口の担当先は、都道府県によって異な

っており、訓練事業者が相談窓口になって

いる場合が見られた。相談者への対応や情

報提供の内容に差がある可能性がある。ま

た、訓練事業者が相談先となっていること

については、課題が生じていないか、実態

を把握する必要があると考える。今後、都

道府県の「地域生活支援事業」における補

助犬の利用手続の情報提供や、潜在的な利

用希望者への補助犬の普及啓発について基

盤となる基礎的な情報やあり方を明らかに

していくことが期待される。 

 

２．法令検証に関する研究 

指定基準に関しては、ヒアリングでは、
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補助犬中心の基準が強く、利用者中心の基

準に変えていく必要が指摘されている。利

用者である障害者の障害特性、生活状況、

社会参加の意味付け等における補助犬の果

たす役割を検討した上で、利用者と補助犬

とのマッチングを含めた支援が可能な施設

を指定できるような基準が必要であること

が示された。 

指導監査に関しては、訓練事業者には指

導監査が入るが，指定法人は厚労省が指定

し一度指定を受けると更新や監査がないこ

とが課題として挙げられていた。現実に即

した実効性のある監査の方法を検討する必

要がある。 

補装具費支給制度との比較では、障害者

総合支援法に基づく補装具費支給制度では、

相談窓口として更生相談所等がその業務に

あたるとされている。しかし、盲導犬にお

いてはこの制度には乗らず、盲導犬希望者

は直接訓練事業者に相談することが一般的

であった。聴導犬も同様で、視覚・聴覚障

害者自身の生活背景や障害の状況、それに

合わせた補助犬以外の支援に関するアドバ

イスが不十分ではないかという指摘がみら

れた。「補装具」に補助犬すべて含め、障害

者総合支援法に基づく補装具費支給制度に

一元化を図る必要性が示された。 

補助犬利用に関する制度の情報提供や相

談支援に関しては、盲導犬・聴導犬希望者

は直接訓練事業者に相談することが一般的

であった。しかし、全国一律のフレームワ

ークに沿ってアセスメントが進められるこ

とは困難なことから、当然訓練施設・事業

者の理念や担当訓練士によって差が生じる。

障害者への相談は医療福祉施設・行政窓口

の専門職が担う必要性が示された。 

３．訓練・認定の評価、フォローアップに

関する研究 

補助犬使用者の調査から、補助犬使用（希

望）者と補助犬の合同（共同）訓練、認定、

フォローアップについて、明確な基準が存

在しないことで、補助犬の制度が正しく運

用されていない一面が見られた。補助犬と

生活する使用者の自立と社会参加が正しく

行われるためには、一連の手続きが明確と

なり、訓練事業者や指定法人間で統一され

ていることが必要であると考える。 

 

Ｅ．健康危険情報 

 該当なし 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

1) 山本真理子、佐藤亜樹、高柳友子．（2021）

賃貸住宅における補助犬使用者の受け

入れについて. 日本補助犬科学研究, 

5: 10-17. 

 

２．学会発表 

1) 清野絵．身体障害者補助犬を使用する

障害者の需要推計方法の検討と試算.

シンポジウム．日本身体障害者補助犬

学会第 13回学術大会．2021.11.21.（オ

ンライン） 

2) 小澤温．身体障害者補補助犬の質の確

保と受け入れを促進するための研究報

告.シンポジウム．日本身体障害者補助

犬学会第 13回学術大会．2021.11.21.

（オンライン） 

3) 山本真理子．補助犬使用者の施設等へ

の受け入れに関する研究：受け入れガ

イドブックの作成．日本身体障害者補
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助犬学会第 13回学術大会．2021.11.21.

（オンライン） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・取得状況 

 該当なし 

 

Ｈ．引用文献 

1. 厚生労働省．身体障害者補助犬の概要

・利用方法． 

（https://www.mhlw.go.jp/bunya/sho

ugaihoken/hojoken/gaiyo.html, 

2022.5.19.） 

2. みずほ情報総研株式会社（2019）身体

障害者補助犬の訓練・認定の実態に関

する調査研究報告書，みずほ情報総研

株式会社． 

（https://www.mhlw.go.jp/content/1

2200000/000521734.pdf, 2022.5.19.） 

3. 日本補助犬情報センター（2019）2017

（平成 29）年度身体障害者補助犬育成

促進事業等実施実態調査結果，日本補

助犬情報センター． 

4. 社会システム株式会社（2020）身体障

害者補助犬の普及・啓発のあり方に関

する調査研究，社会システム株式会社． 

（https://www.mhlw.go.jp/content/1

2200000/000653482.pdf, 2022.5.19.） 


